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公経営論の考え方 と問題点
七 田 基 弘
は じ め に
公経営論は確立 した学問研究領域ではない。公経営論の対象は国やその地
方組織の実施する事業の管理 と運営であるといってよい。その意味では,国
やその地方組織 その ものの管理 と運営 も公経営の対象に含 まれる余地がある。
国の経営あるいは都市の経営 という考えもあ りうる。 しか し,こ れ らの組織
の管理 と運営のなかには司法作用3警 察作用,行 刑作用,徴 税作用などの権
力作用や外交や戦争の遂行な どの統治行為が含 まれてお り,こ れ らの全部 を
含めて公経営 とす ることは適当ではない。国やその地方組織の機構や作用に
ついては,政 治学,国 法学,行 政学,憲 法学,行 政法学などが取 り扱 ってお
り,組織の経営 とい う観点か らだけ考案することはで きない。 このように し
て,公 経営論の対象 となるのは国およびその地方組織が行 う非権力的な事業
活動 ということになる.そ してこのよう幻 ド勧 的な事業活動を公礫 と呼
んで よい。
公企業はほ とんどの国々に存在 している。 しか し,公 企業の形態や機能 は
それぞれの国の歴史的,社 会的事情の違いに応 じて異なっている。20世紀 に
出現 した社会主義ないし全体主義的な国家においては公企業の役割 はきわめ
て大 きく,自 由主義西欧諸国において も,国 の基幹産業の国有化などの政策
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が実施 された ことは記憶 に新 しい。概 して,産 業の発展が遅れている国々 に
おいては公企業の社会に果たす役割は重要であ り,高度 に工業化 された国々
においては民間企業の果たす役割 は大 きく,公企業の社会的役割 は相対的に
減少 して くる。
20世紀の後半 に入 ると,工 業先進国を中心に,政 治的,社 会的な民主主義
思想の確立 とともに,米 国の強い主導の下に全体 として民間企業 に社会的な
役割 を期待する自由主義的経済体制への移行が進んだ。
このような方向は,現 実に,国 や地方組織が行 って きた非権力的な事業活
動の非効率性 と肥大に対 して社会的に生 じた大 きな批判 と先進諸国で噴 き出
してきた小 さな政府 に対する要求 に沿 うものである。
公企業 については,国 やその地方組織の行政上の必要によって実施 されて
きたために,従 来 は行政学 または行政法学の対象 としてのみ取 り扱われ,経
営 という立場か らの考察はほ とんど行われなかった。
公企業 ということば自体 も比較的新 しい ものであり,公企業の性格 につい
て もじゅうぶんな議論が行われて こなかった。 しか し,最 近,一 般にも公企
業に対する関心が深 まり,民 間企業の事業遂行 との対比で種々の批判が行わ
れ るようになり,そ のなかには無視す ることのできない もの も含 まれるよう
になると,公企業 についても,そ の管理 と運営,事 業の遂行 を経営 という観
点か ら見直す必要が生 じてきている。
公企業は,従 来,特 定の事業 を行 うために国やその地方組織が設立する独
立の組織 という性格に着 目して,行 政上の特別の地位 にある組織 として考察
の対象 とされてきた。その結果,設 立主体である国や地方組織の実質上の関
与 とは切 り離 され,独 立の組織 という点だ けを対象 として考察するようにな
り,そ の結果公企業 に関する トー タルな面か らの考察 はほ とん ど行われて こ
なかった。
しか し,公 企業 をiそ の事業活動 と組織の管理 を中心 として考える限 り,
従来,行 政上の組織の違い という観点か らのみ,研 究されてきた ことは狭 き
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に失 していた といわざるをえない。 そして,同 時に,行 政法上の概念 として,
その組織 と管理の機構 をいわば静的に説明するのに使われていた公企業 とい
う名称は必ず しも適当ではないことが明 らかになった。 この ような活動 は,
むしろ 「公経営」 とい う観点か ら,行 政主体 と事業活動の実施 という観点 も
含めて,動 的な動 きを中心 として捉えてい く方がより適当である。
このような経緯からyこ の論文 においては,公 企業論に代 えて,公 経営論
とい う観点か ら,国 および地方組織の実施する事業の管理 と運営 を考察 し,
このような公企業が どのような問題 を内包 しているか,今 後 どうあるべきで
あるか ということを論ずることとした。公 「経営」論においては,民 間企業
の発達 とともに生 じて きた経営学 の観点を取 り入れつつ,公 的なセクタ.___に
おける企業組織である公企業の管理 と運営の問題を分析 しaそ のあ り方 を考
えることが主な目的 となる。
1.公 企 業 の 概 念
公経営論が対象 とする公企業 とは何であろうか。公企業の概念 も多様であ
る。公企業の概念 は米国において発達 した。米国のパ ブリック ・エ ンタープ
ライスは,国 またはその地方組織の統治機構(government)によって所有 さ
れ,一 定の価格の下で財貨やサー ビスを供給 し,多 少 とも国またはその地方
組織か ら独立 した自律的な立場で活動する企業であるとされ るのが一般的で
あ り,こ のような公企業は国の統治機関が直接に行政部局(省 庁)を 通 じて
運営する場合,間 接的にそのために特別に設立 された半独立的な法人その他
の団体 を通 じて運営する場合 と統治機構が全部 または実質上全部 の出資 を行
2)
っている会社 を通 じて行 う場合があるとされている。
ドイツにおいては全部 または大部分が公的財産である企業 を公企業 と考 え
3)
てお り,た とえば鉄道,郵 便 が例 として挙 げ られ てい る。財産権 の主体 とい
う観 点か ら取 り上 げ られ てい る。
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日本において も,米 国に近 い定義が与 えられ ることが多いが,ま た 「国 ま
9)
たは地方公共団体が出資 し,非 営利 を経営の原理 とする企業である」 とされ
るような場合 もある。
米国において,公 企業が国またはその地方組織の統治機関によって所有 さ
れ るとされる場合の 「所有」の概念 は必ず しも明確ではないが,国(合 衆国,
州)ま たは地方組織の統治機構が合法的に設置 し,支 配権を確保 し,必 要な
財政基盤 を保障 していること示 していると考えられ る。 日本において も,同
様 に考 えてよい。
このようにして,公 企業は,国 または地方組織の統治機構が特定の目的を
果たすために合法的に設置 し,実 質的にその支配権の下 に,財 政的な裏付 け
を行 い,継 続的に非権力的な事業 を行 う組織であるとすることがで きる。そ
のような公企業には複数の国の政府 によって共同所有され,運 営 され る国際
的な公企業や,国 内で複数の地方組織の統治機関によって共同管理 され,運
営 される公企業 も含 めて考えることができる。 これらの企業 も,究極的には,
ここに述べた定義に含 まれると考 えられ るからである。




公企業が国や地方組織 の行政の必要性か ら生 まれた組織であ り,そ れぞれの
行政の0環 として実施 され ることになるとすれば,法 治主義 をとっている近
代国家においては,法 律の拘束から逃れられない ことは当然である。そして,
この法の拘束 は通常行政法 と呼ばれている法の体系か ら生ずる。公企業は行
政法によってつ くられた組織のひ とつ とい うことになる。そして,そ の組織
の運営 は,ま ず行政の執行 としての性格 をもつ ことになる。
68国 際経営論集No.16・171999
公企業は,こ のようにして,国 の統治権あるいは法制度の観点か らは国家
の統治権 を構成する行政権の作用のひとつ として捉 えられることになる。 日
本の行政法では 「公企業」 とい うことばは実定法上では使われていないが,
講学上 は,広 い意味で 「直接,社 会公共の福祉 を維持増進するために,国 ・
地方公共団体 その他 これに準ず る行政主体が 自らの責任で営む非権力的事
業」の全てであるとされ,狭 義では 「国 または地方公共団体が直接に社会公
共の利益のために自ら行 う非権力的事業のうち一定の営利性ない し企業性 を
もつ もの」 とされ る。一般 に私企業が営利的な目的を有 して活動 を行 ってい
ることに着目し,公 企業について も類似の性格 をもつものに限定 して,経 済
的な単位 として捉 えようとした ものである。 しか し,こ の定義で使われてい
る 「営利性」 ない し 「企業性」の内容は必ず しも明確ではない。独立採算制
をとり,収益 を上 げることが必要な場合 を営利性 といっているのか も知れな
い。 しか し,公 企業に営利性 を認めることがで きるのかについては疑問があ
るだけではな く,企業性 とい うことばも,一 種のタウ トロジーの危険 を冒し
ている。
公企業 は,行 政法上は,制 度,組 織 として捉えられ,公 企業の管理運営 は
行政の執行 という性格の行為 として考 えられている。行政法学における公企
業は飽 くまで も制度,組 織 という観点か ら静的に捉 えられてお り,公 企業の
運営は経理会計法規や人事関係法規 など行政の執行に関する法規 によって規
制 されている。 これ を越 えて,現 実の公企業の経営に関する指針 を与 えてい
る行政法の規定は存在 しない。
さらに行政 と政治の関係 も公企業に影響 を与 えることを忘れてはならない。
政治 は行政の基本 となる方針の決定に関する作用であ り,公企業について も,
その設置,廃 止,変 革 を含めて重要な決定 を行 うことがで きる。議会におけ
る審議は,公 企業の経営を越 えて,政 治的な観点から行われるのが普通であ
り,通 常は個々の公企業の経営 については議会はほ とん ど関心がないといっ
て も過言ではない。
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これに対 して,現 実の公企業の経営 に必要な ことは,企 業組織や管理機構
の妥当性,運 営の円滑性,事 業実施の弾力性等の要素を結合 して,流 動的な
事情 に対処 して,企 業 として もっとも合理的な運営をどう行ってい くか とい
うことである。 その意味では,与 えられた条件に対処することを内容 とする
行政の執行 という一方的な作用だけでは,対 処できない面 をもっている。
3.公 企業 におけ る公益性 と非営 利性
公企業が国 または地方組織 の統治機構 が特定の目的を果たすために合法的
に設置された組織であるとす ると,民 主主義政治体制 をとる国においては,
その組織が 目的 とするところは国や地方組織,国 民 または住民全体の利益に
なるものでなければならない。このような国 または地方組織 国民 または住
民全体の利益 は社会公共の利益であるということができる。一個人の利益(私
益)を 越 えて,「社会全体の利益」ないし 「不特定多数の人の利益」でなけれ
ばな らない。 これを 「公益」 と呼ぶことができる。公益が不特定多数の者の
利益であるとす ると,具体的には,そ の利益 を享受することがで きる者 もい
るし,享 受できない者 もでて くる。場合 によっては利害の対立が生ず ること
もあるし,利 益 とするところが人 により,立場 により,思想により異なるこ
ともある。思想の多様性 を尊重する民主社会にあっては,公 益についての考
え方 も多様であって よい し,相互 に矛盾 した考 え方 を容認することも大切で
ある。 この意味では,「公益」は相対的な概念であ り,抽 象的な社会公共の利
益である。
しか し,い ずれにして も公企業 はこのような 「公益」を目的 とするもので
あ り,個人の利益 を追求するものではない。
公企業が行政の一環 として行われる以上,そ の公企業によってえられた収
益 を特定の出資者 に帰属 させることを目的 とす ることはできる限 り避 ける必
要がある。他方民間の企業は原則 として企業の出資者(所 有者)が 自己の財
70国 際経営論集No.16・171999
産的な利益の増大 を図って出資を行 い,収 益に応 じて配当を受けるというの
が基本的な仕組みである。 このような目的で事業を行 う企業 は営利企業 と呼
ばれ る。営利企業ないし営利団体 は,個 人 または団体の財産的利益 を目的 と
して事業活動 を行い,そ の利益を,究 極的に出資 した個人 または団体 に帰属
させる団体である。営利団体 には営利性があるとされる。「営利性」には出資
者である個人 または団体に財産的利益 を帰属させ る目的 とその実行行為が必
要である。 このような目的 と実行行為がない場合が 「非営利」 と呼ばれる。
米国においては,営 利性 をもたない協会,学 校a病 院,ボ ランティア活動
団体 などが非営利組織 と呼ばれ,米 国における聾 な社会活動 となってい5)。
日本では,伝 統的に政府や地方公共団体の活動は非営利 と考 えられてきた。
専売事業 については,営 利性があるとも考 えられるが,こ れ らも,そ の収益
が一般財源 として国民 と国のために使用 されるための事業であ り,私 人の利
益 を目的 とするものではないので,非 営利事業 と考 えることとす6)。
4.公 企 業 にお ける企 業 と経営
公企業 は,国 またはその地方組織の意思に従って公共の利益を目的 とし,
営利 を目的 としないで,行 政上必要 とされる非権力的な事業 を管理 しa運 営
することである。 このような公企業の管理運営 とその行 う事業活動の実施 を
公経営 とい うことがで きる。
国 またはその地方組織の行政は,こ のような公企業 を直接に実施する場合
もあれば,法 人格 を与 えて行わせる場合 もある。 さらに既存の法人に支配権
を及ぼ して行わせることもある。
「公企業」を広 く公益の増進 を目的 として行われる国や地方団体の非権力事
業 を遂行する非営利の組織 と考え,政 治や行政の関与 を含めて,そ の管理 と
運営を公経営であると考 えるとしても,現 実に公企業 を 「企業」 と考 えるこ
とがで きるか,「公経営」とい う概念が成立す るかどうかを考えてみる必要が
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ある。公企業の概念 には,経 営学上のものと行政法学上のものがあ り,し か
も学説によって も,そ の範囲は一致 していない。そ こで,こ の講義 に当たっ
て,ま ず企業 と経営,公 企業の概念な どについて考察を加 えてお きたい。
公企業の概念 を考えるのに当たっては,基 礎 となる 「企業性」についてま
ず考 えてみることが必要である。公企業 を,い わば企業 として取 り扱 う以上,
何が企業であるのか,経 営 とは何か ということを明確 にしてお くことが出発
点である。
「企業」 と 「経営」は経営学の出発点 になる学問上の重要な概念であるが,の
必 ず し も明 確 で は な い 。 「企 業 」 は 英 語 の"enterprise"また は"undertak-
ing"の訳 語 と し て 使 わ れ て お り,ド イ ツ 語 で は こ れ に 当 た る こ と ば は
"Unternehm讃・と呼 ばれてし・る.こ れ らは特 定 の事業 を行 う騰 臆 味す
9)
る。 これ に対 し「経 営」は英語 の"management"の訳語 として使 われ,こ れ
10)11)
にあた る ドイツ語 は"Betrieb"ない し"Verwaltung"とい う ことばで表 さ
れ てい る。 マネー ジメ ン トは事務 ない し事 業の管理 とその組織 を意味 してい
12)
る。英語の"administration"ということばも日本語 に訳す ときに経営 と訳
されることがある。アメリカでは,企 業の最高経営方針の決定な どの行為 を
示す ときに用いられ る行動概念 としても使われ,同 時 に行政 を表す場合 にも
使われsド イツ語の"Verwaltung"に近いことばである。ドイツ語のベ トリ
ープは商品の生産やサーヴィスの供与 を行 うために動員 される人的および物
的な生産経済単位で,と くに労働法上では労働組織 としての企業 を表 してい
る。「フェアヴァル トゥング」は行政や企業の管理ないし支配 を意味 し,ど ち
らか というとア ドミニス トレーションに近い ことばとして使われている。
一般的に 「経営」 とは継続的,計画的に事業 を遂行することお よびそのた
めの組織であ り,「企業」 とは生産・営利の目的で生産要素 を総合 し,継 続的
に事業 を経営することおよびその経営の主体である。いずれもが,一 定の事
業の継続的,計 画的な遂行およびその事業 を実施するための組織,主 体ない
し単位 を意味 してお り,似 た概念である。 しか し,「経営」 と 「企業」には,
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前者が目的のいかんを問わず,一 般的 に継続的,計 画的な事業 を遂行するこ
とを意味 しているのに対 して,後 者には生産 と営利の目的があること,生 産
要素を総合 して事業 を遂行する営利性が強 くでているとされる。
経営学では 「経営」 と 「企業」 は多義 に使われているが,経 営 は,実 体 と
して最 も広い意味 にとらえた場合には,特 定の目的の実現 を図って,永 続的
に活動を行 う組織であるとされ,活 動 の単位である。一方,企 業 は沿革的に
はtた とえば金銭や商品の所有者 と航海や貿易の才能のある事業者 とが契約
を結んで特定の危険をともなう事業 を行 うために結合 した臨時の組織であっ
たが,時 代 とともに会社や匿名組合の ような永続的な組織 に発展 していった
ものである。広い意味での企業 はその組織の内部で強制力を働かせて目的を
実現 しようとするもので,営 利企業だけではな く,国 や地方公共団体,軍 隊
や学校,教 会なども含 まれる。狭 い意味での企業は,広 義の企業の うち 「自
らの危険負担において独立の資本計算制度 を採用 し,収 益性 を目指 して生産
活動 とサ 一ービスの提供 といった給付活動 に従事する生産単位」であるとされ
る。 この意味での企業が営利企業である。従来,企 業 とい う場合 は,一 般的
にはこの狭 い意味での企業 を意味 してきた。 この狭い意味での企業の概念で
は企業は経済単位 として捉えられ,経 営 はそれに対応 した技術的な内容 をも
つ概念 として用い られる。 この意味での経営は,一 定のサー ビス相互間およ
び これ と物的生産手段 とを継続的に結び付ける仕方 を表す。経営は行動概念
として捉 えられる場合がある。
この論文では企業 ということばを前掲の経営学上の最広義の経営 と同じ意
味に使 うこととする。そ して(公)経 営 ということばは,(公)企業の行 う事
業活動 と組織の管理を表すことば として使 う。その場合の公企業 と経営の関
係 を次の図表 に示す。
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組織→企業 事業 と管理→経営 内 容
最広義 特定の目的の実現を 左の組織の行う事業 企 業,軍 隊,教 会,
図 り,永 続的に活動 活動の実施と組織の 学校な ども含 まれる。
を行う組織 管理 公企業 はここに入る。
最狭義 自らの危険負担にお 左の企業の行う事業 営利企業に限 られ る。
いて独立の資本計算 活動および組織の管 軍隊,教 会,学 校な
制度を採用 し,営利 理 どは当然 に含まれな
性を目指して生産活 い し,公企業 も含 ま
動 とサービス提供 と れ な い。
いう給付活動を行う
組織
5.公 企 業 の 本 質
公企業 は,行 政上の目的を達成するものであるか ら,そ の管理 と運営,事
業活動の全部 または多 くを国 または地方組織の税収(公 的財源)に よってま
かなうこと(公 的負担)に なる。多 くの場合 には,事 業活動にともなう収入
があ り,収入 と支出の均衡 を図ることは公企業の重要な経営戦略 になるが,
当初か ら収入が不足す ることを予定 して,事 業が行われる場合 も少な くない。
公企業の事業活動は究極的には国民 または地方の住民の利便 を増進するこ
とを目的 としてお り,公 的負担を行 うことに根拠はあるが,同 時に,そ の事
業活動 を利用することにより利益を受 ける者の範囲は限られてお り,そ れを
利用 しない者に比 して公的負担で利益 をえたわけであるか ら,そ の利益を受
けた分 を利益 を受 けた者が負担することが より公平である。そこで手数料や
料金 という形で受益者負担が求められることになる。 この受益者負担 は民間
企業の物品販売やサービス提供の代金 と類似 しているために,両 者 は同一視
され ることになる。 とくに,独 立採算制が強調され,収 入 と支出の均衡が重
要になると,そ の差異は一般には意識 されな くなる。公的負担 と受益者負担
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の割合 をどう考えてい くかは公企業の健全な育成のために必要である。
公企業 は国や地方組織の統治機構が行政上の必要に応 じて,直 接 に特定の
事業 を行 うことから始 まった。 その後,法 律制度が整備 され,法 人制度が確
立するとともに,法 人格 をもつ民間の企業が独自の事業活動 を展開するよう
にな り,資本主義経済体制が成立することになる。それ とともに,法 人制度
は政府の事業 を実施する場合にも利用 され るようにな り,特殊会社,特 殊法
人が設立 され,必 要な事業活動 を行 うようになった。 これは,い わば間接的
な行政の事業活動であるが,行 政が直接行 うよ りも,弾 力的,効 率的な運営
が可能であることか らこの形の組織が広 まっていった。間接的ではあるが,
むしろこのような独立の組織 による事業活動が最初 に公企業 と呼ばれ ること
になった ものである。そして,行 政が直接 に実施す る事業活動 も,事 業活動
の組織 として,公 企業 として捉えられるようになっていった。
さらにs最 近では特別の法律 または一般法である民法によって法人を設立
し,公 的負担の下に,一 定の事業 を行わせることもでてきた。 これ も,そ れ
が国や地方組織の実質的な支配の下 にあるかぎり,公企業 と称 して構わない。
このように して,現 在では,公 企業は,あ る事業 を国や地方公共団体の組
織が直接行 う場合,特 殊法人 を作 って行わせ る場合,既 存の公益 または営利
法人 に委託 してや らせ る場合の三つの形態がある。 このうちのどの形態で公
企業 を実施するかは,政 治行政の判断と方針の問題 となる。最近では,第 三
セクター方式 と称 して,民 間 との共同出資で事業 を行 うケースも増 えている。
さらに今後は営利法人の形態 をとって事業を行 うケース も考えられるであろ
う。一方,営 利企業そのものに も,環境問題や製造物責任などに見 られるよ
うな公共的責任や企業倫理が新たに求められる傾向が強 くなってきている。
この ことは,公 企業 と営利企業 との境界をあいまいにすることになる。 しか
し,い ずれにしても国やその地方組織が実質的に管理 し,支 配 している組織
は公企業 と称 して構わない。
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s.公 企 業 の 沿 革
公企業は西暦の17世紀中期頃か ら18世紀 にかけて国の レベルでは林野事業,
郵便事業,塩 専売事業 などの分野で,地 方のレベルでは市場,造 船業,渡 船
業な どの分野で行われるようになった。その運営 は通常の行政 とは区別 され
ず,同 一の手順方法で行われた。
19世紀に入 ると,産業の発展 と都市の開発が起 こり,国 の段階では運河,
鉄道,電 信電話事業,煙 草 ・アル コール専売な どが,都 市では水道,ガ ス,
電気などの事業や街路軌道,地 下鉄道事業な どが行われるようになった。そ
して,通 常の行政 とは異なる運営方式が発達 していった。
20世紀 に入 ると,2回 の世界大戦が起 こり,そ の間に1930年代の世界恐慌
が世界 を震撚 させた。 この時期には,国 防の必要性 と,社会的,政 治的,経
済的な要請か ら国有化路線が採用され,公 企業の数は増加 した。 とくにソ連
邦やイタ リアのファッシズム政権の成立により,大々的な国有化が行われた。
第2次 世界大戦後,西 欧諸国は重要産業の国有化 と自由化の波 に翻弄 され,
変動を経験 した。米国は基本的に自由化路線 を堅持 し,国 際的な自由経済の
主導者 となった。 ことに1989年のベル リンの壁の崩壊後,社 会主義圏が崩壊
すると,自 由化の傾向は強 まることとなった。
日本では,幕 末か ら明治初年にかけては,欧 米諸国に見 られるような大規
模な企業 はな く,多額の資本 を要する事業は主 として豪商により運営され,
共同企業形態 としては三井の大元方の ような組織 も存在はしていたが,こ れ
は慣習上で きて きた ものであった。明治維新以後,欧 米諸国の圧倒的な優位
に近づ くためにも,幕 藩体制下の封建秩序か らの脱却 を図るためにも3欧 米
的な社会国家秩序の導入が緊要であることが認識 され,商 工業の面で も政府
が中心になって新 しい手法 と制度の導入を図 ることになった。明治2年 に政
府が斡旋 して創 らせた通商会社 と為替会社 は}日 本の欧米的な会社の先駆 け
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であるといわれ る。 さらに軍事面,工 業面,商 業面,金 融面,文 化面でも欧
米の模倣が行われた。そ して明治5年11月の富岡製糸場の開場 に見 られるよ
うな官営工場や官営鉱山の開設や同年の第一国立銀行 の設立 に見 られるよう
な銀行や運輸会社の設立 などは,す べて政府の仲介 と保護,監 督 という産業
振興策の下に行われた。 これ らの官営事業は後期になると民間に払下げられ
て,民 間における企業活動の中心 になっていった。 このように,日 本 におい
ては・産業の振興 は公企業か ら民間企業へ とい う形 を採 った。 しかし,こ れ
らの事業はいずれ も制度 に則 った ものではな く,制度 としては明治23年に ド
13)
イツ人のヘルマン ・ロェースラーが中心 となって起草 した旧商法 によって初
めて確立 した。 このような制度の確立のためには,欧 米の法制度の導入が必
要であ り,所有権 と法人格 の考 え方の導入によって共同企業形態が可能 にな
った。
明治初年か ら日清,日 露戦争頃 までは,国 際的な競争力のある民間企業が
少な く,欧米諸国が主導する市場経済 に遅れて参加することとなった日本 に
とっては,民 間企業を育成す るという観点か らと,政府が主導権を握 ること
が重要であった。 しか し,こ の ようにして始 まった日本の産業は官主導型の
産業社会構造 を創 り出 し,こ の構造 は太平洋戦争の終結 に至 るまで変わ らな
かった。そして,そ れが民間企業に対 して も公的責任 を求める根拠 になった。
このような経済産業構造の下で,国 家的要請の高いと考えられる分野 は公
企業が責任 を負い,民 間の需要に応 じる分野は,民 間企業が担 当す るという
棲 み分けが行われた。 しか し,そ の境界 は必ず しも明確ではなく,非 常時に
は,全 体が統制の対象 となった。 また,こ の時期 には,国 の財政収入を増や
すためにsア ルコール専売,塩 専売,煙 草専売 などのような専売事業 も行わ
れた。 また,民 間企業 に公共性の高い事業の実施 を認める場合には,そ の事
業の継続性,危 険の防止 と安全性 の確保を図るために各種の事業法が制定 さ
れ,こ れ らの企業には実質的に公企業に準 じた監督が行われるようになった。
このようにして,日 本においては民間の企業 も,公 的な性格 を強 くもつよう
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になった。 この傾向は,第2次 世界大戦に日本が突 っ込む状態 になると強化
され,民 間企業 と公企業の区別 はさらに希薄になった。
第2次 大戦後 に戦時中の国策的な統制経済の諸施策が廃止 されると,企業
は自由な経営を行 うことができるようになったが,戦 後の混乱期 には戦時中
の統制が維持 され,本 格的な自由経済の時代 に突入す ることとなるのは,戦
後の混乱期が収束 に向かって以後である。1950年(昭和25年)頃か らは,日
本の経済全体 に民間の企業ないし事業の果たす役割が急速 に増大することに
なりs長 年にわた り,日本の経済,社 会の勃興期に主要な役割を果たした官
営事業(公 企業)の 役割 は画期的に低下するに至った。 さらに民間企業の発
展 との関連 において,公 企業は経営の面で効率性 に疑問をもたれるようにな
り,そ のあ り方について批判が集中するようになって きた。 これには,多 く
の理由があると考 えられるが,そ の主なものは,
① 経済活動の面 において民間企業活動が国民生活の全般 にわたって大 き
な影響 を与 えるようにな り,国民の大多数の生活が民間企業の活動 と関
係 をもつ ようになってきたこと
② 諸外国の企業 との接触 によって外国企業の優れた部分 を摂取 していか
ざるをえなかった こと
③ 民間企業は絶 えず研鎭,錬 磨 し,革 新の努力を続 け,成 長を遂 げるこ
とがで きたこと
④ 官営事業 は組織や財政 について制度面での制約が強 く,政治的な動 き
の影響 を受 け易い反面,内 部か ら革新の動 きが出にくく,私企業 に後れ
を取 るようになってきたこと
⑤ 国民の問に政治の面 における民主主義的な考え方が浸透す るとともに,
官営事業 に対する考 え方 も変わ り,同時に経済面で もデー般の生活面で
も,合理的な思考方法や契約の考 え方が入 り込んできた こと
⑥ 戦後 とくに米国の連邦や州,地 方公共団体の事業,企 業についての制
度や運営についての情報や批判が自由に入って くるようにな り,民衆 も
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の創意や工夫が社会全般の発展の基礎 とな り,原動力になることが実感 され
るようにな り,公共的な事業や公益的な事業について も民間の創意や工夫 を
導入するようになってきた。 とくに,最 近 は,科 学技術面で も民間の事業活
動が成果 を挙 げつつある。
この時代 は,と くに国際的にも,ソ 連邦 を中心にして社会主義圏の経済 と
国家制度が崩壊 し,先 進諸国においても,社 会主義政党の重要産業の国有化
政策 と保守政党の企業に対する政府統制の撤廃,緩 和,監 督の縮減の自由主
義経済政策の対立のなかで,全 体 として自由主義路線が効率的に機能 してい
ることが改めて認識 されるようになった ことは,こ れ らの諸国において行わ
れていた公企業の不効率性 を白日の下にさらすことにな り,そ れが 日本に も




業,金 融業のすべてに及ぶことができる。 しか しf民 間企業の事業活動が活
発な分野 については,民 間企業の事業活動 に委ねることが より合理的である。
現在では,多 くの国において,鉄 道,郵 便,電 信電話,電 気,ガ ス,道 路建
設,住 宅建設,上 水道,下 水道 などの公共事業や教育,文 化,科 学技術,医
療,社 会福祉などの精神生活,社 会生活に関連する事業 は国 または地方組織
が直接 に,ま たは間接に責任 を負って実施 している。民間企業 はあ くまで も,
事業が採算上 も成立 し,妥 当な利潤が保障されるものを実施することになる。
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この意味で,国 や地方統治組織が政治的判断か ら実施する必要があると判断
する事業についてはy採 算 を度外視 し,税収 を投入 してで も実施せざるをえ
ない事業がある。福祉関係の事業,環 境保全の事業,宇 宙開発や大規模なエ
ネルギー開発 の事業などはその例であろう。
8.公 経 営 の 今 後
公経営ないし公企業については,一・般的に次のような問題点が指摘できる。
(1)「はじめ」で も述べたように,公 経営 においては一般的な公経営ないし
公企業の概念が確立 されていない ことが内容 を不明確にしている。公企
業 に関連 して,た とえば公共企業,公 営企業,公 共事業など多 くの似た
ことばが使われてお り,しか も,そ れ らのことばに対 して一般的な社会
的な共通の認識が確立 していないことを挙 げることができる。 この こと
が公経営ないし公企業 について論 じることを難 しくしている。
② 前に も述べたように,公 企業には行政組織 としての性格が強 く,企業
として捉えられて こなかった。 このため,企 業 といっても,民 間企業の
性格 とは遠 く隔たってお り,民間企業 に比べられると,そ の効率性,円
滑性,弾 力性の欠如が強 く指摘 され,そ の もつ公益性ない し非営利性の
面が見過 ごされがちであった。
(3)公経営 には,組 織優先の硬直的な考え方が強 くなる傾向があ り,ま た
特定の領域で独占的な立場 に立つため,競 争原理が働 きにくい。
(4)公企業は倒産す る危険性がな く,公企業の職員 は働かない。年中ス ト
ライキをか まえ,利 用者の迷惑 を考 えないとい う考 え方が強い。
(5)公企業 は,安 易な経営 を行い,税 金 を無駄使 いしている。経営の合理
化 よりも,料金の値上 げの ような手段 に頼 りがち となる。
これ らの批判 については,公 企業の性格か ら止むをえないもの もあるが,
公企業 としては経営の問題 として真剣 に検討 を行 うべきものである。
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最近の経済の発展 は,社 会構造が充実 され,民 間の活力が じゅうぶんに発
揮 された ことにより,民 間が中心 となって行 ってきた ものである。それ とと
もに,戦 後 まで,公 高民低の状況 にあった企業界において,公 企業の役割 は
極端に小 さくなった。 しか し,そ れに もかかわ らず,国 や地方公共団体が直
接あるいは間接に責任 をもって実施 しなければな らない社会的,公 共的に必
要な事業はなお多 く存在 してお り,公企業の果たしている役割 もその意味で
重要性 を失ってはいない。 また新 しく宇宙開発 ・宇宙探査,新 交通手段の開
発,新 エネルギーの開発など巨額の費用 をかけて将来の人類 のために採算 を
度外視 して実施 しなければならない事業のうち民間企業で開発で きるものは,
これに任せておけばよいが,社 会のインフラス トラクチュアの整備 などの国
やその地方組織が自ら真剣に取 り組 まなければならない問題や巨費 を要する
ために営利企業では対処で きないものは今後 とも公企業が担当することにな
る。さらに将来においては地球の有限の認識か らグロ 一ーバルな公企業の必要
















P.F.ドラッカー著 「非営利組織の経営」(上田惇生 ・田代正美訳)序 文参照
「営利性」と関連 して 「収益」,「収益性」,「利潤」ということばを,こ の論文
で どのように使 うかについて説明 してお く。「収益」は事業活動等に ともなう収
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入 と考 え る 。 「収 益 性 」は 営 利 性 と ほ ぼ 同 じ 意 味 に 使 わ れ て い る が,こ こ で は 投
下 さ れ た 資 本 に 対 す る 利 潤 の 割 合 を い う 。 「利 潤 」は 広 い 意 味 で は 収 益 と 同 じ 意
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